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＊中国PMI1.3ﾎﾟｲﾝﾄ上昇…3月、春節や減税寄与
中国国家統計局が31日発表した3月の製造業の購買担当者景気指数（PMI)は前月より1.3ﾎﾟｲﾝﾄ上
昇して50.5だった。拡大と縮小の節目となる50を2018年10月以来5ヵ月ぶりに上回った。中国政府の
景気対策が効き始めた可能性がある一方、春節休暇による特殊要因の押し上げもある。景況感の
本格回復は4月以降を見極める必要がある。
・PMIは製造業3千社へのｱﾝｹｰﾄ調査で算出し、生産や新規受注が50を上回れば拡大、下回れば縮
小を示す。
＊中国不良債権　外資が食指…政府主導処理に限界「150兆円市場」
中国で外資系ﾌｧﾝﾄﾞが不良債権の購入を拡大している。中国の銀行が抱える不良債権額が膨らみ
続け、広義の市場規模は150兆円にのぼる。景気減速で新たな不良債権が一段と増え、政府主導
の国内勢に頼った処理ｽｷｰﾑに限界も見え隠れする。商機とみる外資の積極姿勢は中国債務問題
の深まりを映している。
・上海から西へ車で2時間。江蘇省蘇州市の紡績工場は2017年に経営破綻した。
　10万㎡を超す敷地は放置され建屋内に資材散乱。国有大手の中国農業銀行系の不良債権処理
会社が3月上旬に売り出した。同社は200件余りの貸出債権を一括して売却する「ﾊﾞﾙｸｾｰﾙ」方式で
買い手を募った。売却額は「簿価の2～3割が目安」（仲介会社）という。残高は1年で3千億元も増え
た。
　＊象印、純利益20%減…中国で炊飯器の販売不振（12～2月）
象印ﾏﾎｰﾋﾞﾝが1日発表した2018年12月～19年2月期の連結決算は、純利益が前年同期比20%減の
21億円だった。減速する中国で炊飯器などの販売が落ち込んだ。炊飯器の原材料（銅やｽﾃﾝﾚｽ）の
価格高騰も響いた。中国の国内景気が減速したため。米国では水筒の販売が減った。日本国内で
は電気ｹﾄﾙに押されて電気ﾎﾟｯﾄが低調。

＊日本発新素材、中国で量産…深圳にｶｰﾎﾞﾝﾅﾉﾁｭｰﾌﾞの拠点
中国政府が先端技術の集積を後押しする広東省深圳市で、産業の高度化が進んできた。最先端の
炭素材料であるｶｰﾎﾞﾝﾅﾉﾁｭｰﾌﾞや半導体など、製造業の上流に当たる高機能な素材・部品を手掛け
るｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業が相次ぎ誕生。政府の育成策に応じ、海外留学組（海亀族）が操業している。組み
立てが主流だった「世界の工場」の深圳の進化により、世界のモノづくりの流れが変わる可能性が
ある。
・ｶｰﾎﾞﾝﾅﾉﾁｭｰﾌﾞ（筒状炭素分子、CNT)は軽くて導電性や強度に優れ、電子材料や航空機など次世
代素材と期待される。飯島澄男名城大学終身教授が発見。

＊中国製品排除をけん制…習主席　NZ首相の会談で
1日、習主席とﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ（NZ）のｱｰﾀﾞｰﾝ首相と会談した。中国側の発表によると習氏は「中国は
新たな投資の継続を望んでいる。NZも中国企業のために公平な環境を提供すべきだ」習氏。「NZは
独立した外交政策を追求している。自由貿易を支持する」とｱｰﾀﾞｰﾝ首相は応じる。NZは米国と機密
情報を共有する5ヵ国で作る「ﾌｧｲﾌﾞ･ｱｲｽﾞ」の一員。ｱｰﾀﾞｰﾝ首相は会談で「どの国・どの企業も差別
しない」と述べ、ﾌｧｰｳｪｲ製品を排除しない可能性に含みを持たせた。
・「一帯一路」を巡る連携を強化する狙い。米国と対抗する中国にとってﾌｧｲﾌﾞ･ｱｲｽﾞの一員を取り込
む意義は大きい。

＊配車2強　ﾈｯﾄ経済支え…東南アのｸﾞﾗﾌﾞとｺﾞｼﾞｪｯｸ
東南ｱｼﾞｱ配車ｻｰﾋﾞｽ2強のｸﾞﾗﾌﾞとｺﾞｼﾞｪｯｸが地域のﾃﾞｼﾞﾀﾙ経済をけん引している。ﾊﾞｲｸﾀｸｼｰなど現
地に根差したｻｰﾋﾞｽとﾈｯﾄを融合させ、世界に14社しかない「ﾃﾞｶｺｰﾝ企業」（企業評価額100億㌦＝
約1兆1000億円＝を超える未上場企業）に成長した。創業前から友人だった若き創業者が決済や宅
配などを含めた巨大なﾋﾞｼﾞﾈｽを生み出し、ｱｼﾞｱ経済を大きく変え始めた。
⦿ﾊｰﾊﾞｰﾄﾞ大大学院の同期生がﾗｲﾊﾞﾙに
・ｱﾝｿﾆｰ･ﾀﾝ（37）＝出身「ﾏﾚｰｼｱ」、学歴「ﾊｰﾊﾞｰﾄﾞ大経営外学院」、ｷﾘｽﾄ教、
　　ｸﾞﾗﾌﾞ　　　　　　　起業「2012年」、企業評価額「110億㌦」、
 　　　　　　　　　　　　ｻｰﾋﾞｽ展開国・8ヵ国「ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾀｲ、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾌｲﾘﾋﾟﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾐﾔﾝﾏｰ、ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ」
・ﾅﾃﾞｨﾑ・ﾏｶﾘﾑ（34）＝出身「ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ」、学歴「ﾊｰﾊﾞｰﾄﾞ大経営大学院」、ｲｽﾗﾑ教、
　　ｺﾞｼﾞｪｯｸ　　　　　　　起業「2011年」、ｱﾌﾟﾘ配信は15年、企業評価額「100億㌦、
　　　　　　　　　　　　　　ｻｰﾋﾞｽ展開国・4ヵ国「ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾀｲ」

＊東南ア新車販売　2ヵ月ぶり減少…2月、2大市場の減速懸念
東南ｱｼﾞｱ主要6ヵ国の2月の新車販売台数は前年同月比2%減の25万2869台だった。前年同月を下
回るのは2ヵ月ぶり。市場規模が大きいｲﾝﾄﾞﾈｼｱが1割減り、2ヵ月連続減。ﾀｲは8%増で26ヵ月連続
増だが伸び率が鈍化した。東南ｱは日本の自動車ﾒｰｶｰが8割のｼｪｱを握っており、市場の減速が懸
念される。ﾍﾞﾄﾅﾑは1%増だが、2月はﾃﾄ（旧正月）の影響で営業日が1日少なかった。

＊ｱｼﾞｱ300　9ヵ月ぶり高値…中国の経済指標改善受け
ｱｼﾞｱ株の戻りが鮮明だ。ｱｼﾞｱの有力企業で構成する「日経ｱｼﾞｱ300指数」は2日、3日続伸し、18年6
月22日依頼約9ヵ月ぶりの高値をつけた。中国の経済指標が改善し、世界景気懸念が和らいだ。米
中交渉が進むとの期待が強まっている。鴻海精密工業が一時3%高、工作機械部品の上銀科技（ﾊｲ
ｳｨﾝ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ）が9%高となった。ｻﾑｽﾝ電子も2%上昇した。
・中国の製造業の景況感が回復し、4月から本格化する決算発表を前に「最悪期は脱したとみて、ﾊ
ｲﾃｸ株の買戻しが入った」（大和証券の山田雪乃氏）。
・しかし、世界景気の先行きには不透明感が残る。
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2019/4/6 経済 ＊ｻﾑｿﾝ減益　反攻に影…電機衰退の道　日本と重なる
韓国ｻﾑｽﾝ電子の失速が鮮明だ。５日発表した2019年1～3月期の連結営業利益は前年同期比60%
減少した。2四半期連続の大幅減益となり、半導体ﾒﾓﾘｰやｽﾏﾎの世界首位の王者の威厳が消えつ
つある。もがく姿は「存在感を失ったかっての日本の電機ﾒｰｶｰに似てきた」との声もある。利益水準
はなお高いものの、ｻﾑｽﾝ自身に潜む3つの影（機能偏重、ｺｽﾄ高、ｶﾘｽﾏ不在）が、反転攻勢を阻む
可能性がある。
①「機能と品質が良ければ支持される」との姿勢を貫く。技術的に難易度の高い「谷折り」にこだわ
る。そのこだわりが裏目にでた。
②9年のｻﾑｽﾝの平均年収は約670万円、18年は1千万円超の高給。
③「妻と子ども以外は変えられる」のｾﾘﾌで知られるｶﾘｽﾏが、病気で姿を消す。ｶﾘｽﾏ不在は中長期
戦略に、暗い影を落とす。

＊中国経済、年後半底入れも…減税や投資効果に期待
日経新聞社と日経QUICKﾆｭｰｽがまとめた中国ｴｺﾉﾐｽﾄ調査によると、中国の1～3月期の実質国内
総生産（GDP)成長率の予測平均値は6.2%だった。2018年4～6月期から4四半期連続で減速する見
通し。ただ、中国当局が打ち出した減税やｲﾝﾌﾗ投資などの効果が表れ、年後半には底入れすると
の見方が多い。
・GDP成長率＝「１～3月期」6.2%、「2019年」6.3、「20年」6.1、「21年」6.0
・CPI上昇率＝「3月」2.0%、「2019年」2.1、「20年」2.1、「21年」2.1
・人民元対㌦相場＝「19年末」6.8（1.1）、「20年末」6.78（0.2）、「21年末」6.62（2.4）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ｶｯｺ内は年間変動率）

＊ｲﾝﾄﾞ最大手OYO、日本でﾎﾃﾙ
ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸとｲﾝﾄﾞの格安ﾎﾃﾙ運営会社OYO（ｵﾖ）ﾎﾃﾙｽﾞｱﾝﾄﾞﾎｰﾑｽﾞは4日、日本に合弁会社を設け、ﾎ
ﾃﾙ事業を始めると発表した。OYOは2013年創業、新興企業ながら、印最大のﾎﾃﾙﾁｪｰﾝに成長し
た。OYOは個人経営などの既存ﾎﾃﾙをﾌﾗｲﾁｬｲｽﾞ化して経営ﾉｳﾊｳを提供。宿泊需給ﾃﾞｰﾀの常時分
析による空室料金の柔軟な設定などで収益の拡大を図る見返りに、ﾌﾗｲﾁｬｲｽﾞ料や収益分配を受け
るﾓﾃﾞﾙで急成長してきた。ｲﾝﾄﾞや中国、英国など1万８千超のﾎﾃﾙを自社ﾌﾞﾗﾝﾄﾞのﾁｪｰﾝに抱える。
・ITを最大限に活用する仕組みを日本に広げる。

＊中国、投資統計を修正…過去の水増し圧縮「昨年12月からー」
中国が主要な経済統計である投資統計の数値を修正した。2018年12月分から投資額の水増しを圧
縮し、実態と乖離した数値を改定した。見直しの詳細は公表しておらず、過去に遡って正した数値は
発表していない。中国政府の景気対策で投資の動きが注目されるなか、ｴｺﾉﾐｽﾄらが経済の先行き
を見通しづらくなる恐れがある。
・統計修正は景気見通しに影を落とす。18年秋からｲﾝﾌﾗ投資を積み増し、固定資
　産投資伸び率も昨夏を底に上昇の見通し。ただ修正後の前年投資額を公表し
　ていないため、本当の投資額が伸びているか判然としない。
＊世界のｽﾏﾎ製造　苦境…鴻海が数百人配置転換（子会社・車向けへ）
台湾と中国に集まるｽﾏﾎ関連ﾒｰｶｰの苦境が鮮明だ。ｽﾏﾎ需要の低迷を受け、台湾の鴻海精密工
業は中核子会社の技術者百人を自動車関連などに配置転換し、顧客も絞り込む。他社も相次ぎ業
績が悪化、構造改革を急ぐ。ｽﾏﾎに代わるけん引役を探せるかが課題だ。

＊JDI、台中勢傘下に…「日の丸液晶」が頓挫
経営再建中のｼﾞｬﾊﾟﾝﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ（JDI)は3日、台湾の電子部品ﾒｰｶｰなどで構成する台中連合3社か
ら、最大800億円の金融支援を受け入れることで大筋合意した。外資が議決権の5割弱を握ることに
なり、官民ﾌｧﾝﾄﾞのINCJ（旧産業革新機構）は筆頭株主でなくなる。台中連合の傘下入りでJDIの再
建は前進するが、日本の大手電機の事業を統合して誕生した「日の丸液晶連合」は頓挫することに
なる。
・JDIはｽﾏﾎに使う液晶の中小型ﾊﾟﾈﾙで世界大手。経済産業省が主導し、2012年に日立、東芝、ｿ
ﾆｰの事業を統合して発足、日本の液晶産業の復活を目指した。
・しかし、ｱｼﾞｱ勢との投資競争に敗れ、次世代有機ELへのｼﾌﾄも遅れた。
・今の筆頭株主のINCJは議決権比率が25.3%から半分に下がる。「液晶は汎用化で競争力を失い、
技術の優位性で勝負できる産業ではなくなった」（経産省）

＊中国航空3社、34%減益…前期　需要堅調も燃油高直撃
原油の価格高騰で中国の航空会社の業績が悪化している。中国南方航空など大手3社の2018年12
月期の純利益の合計は前の期に比べて34%減少した。3社の純利益の合計が前年を割るのは5年ぶ
り。日本などｱｼﾞｱ各国への旅行需要が堅調で旅客数は伸びるが、運行ｺｽﾄの増加を跳ね返しきれ
ていない。
・他国の航空会社は中国3社ほど燃油高の影響を受けていない。燃油の調達時期を分散しているた
め。
・ﾎﾞｰｲﾝｸﾞ「737MAX」の運航をやめるよう、政府のお達しがあったのと、燃費の悪い旧型機を使用せ
ざるを得なかった。
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2019/4/9 東南ｱｼﾞｱ

＊米中、自動運転巡り暗闘…米、「技術窃盗」に警戒（転職元社員を提訴）
ﾊｲﾃｸ分野の自動運転技術で中国に対する訴訟が米国で相次いでいる。米ﾃｽﾗは3月、技術を持ち
出し、中国の新興電気自動車（EV）ﾒｰｶｰに転職した元社員を提訴した。米ｱｯﾌﾟﾙから同じ中国ﾒｰｶｰ
に転職した元社員も機密ﾃﾞ-ﾀを持ち出したとして訴えられていた。これまで米中間では半導体や通
信分野の対立が目立ったが、成長が見込まれる自動運転技術でも米国の警戒が一段と強まってき
た。
⦿米国が中国人や中国企業を技術窃盗で訴えた主な事例
・18/7月＝自動運転「FBI➞ｱｯﾌﾟﾙ元社員」機密ﾃﾞｰﾀ盗み中国の小鵬汽車へ
・   /8月＝ｴﾈﾙｷﾞｰ「FBI➞米GEの元社員」原発関連技術盗み、中国へ
・  /10月＝航空「司法省➞国家安全省の高官」米GEの航空機密情報を盗む計画
・　/11月＝半導体「司法省➞福建省普華集成電路」ﾏｲｸﾛﾝTから機密情報盗む
・19/1月＝通信「司法省➞ﾌｧｰｳｪｲ」TﾓﾊﾞｲﾙUSからﾛﾎﾞｯﾄ技術を盗む
・19/1月＝自動運転「FBI➞米ｱｯﾌﾟﾙ社員」2000件超をｺﾋﾟｰし、中国企業へ
・19/3月＝自動運転「ﾃｽﾗ➞米ﾃｽﾗ社員」30万件超の資料をｺﾋﾟｰし、小鵬汽車へ

＊ｲﾝﾄﾞ新車販売…18年度伸び鈍化
ｲﾝﾄﾞの新車販売の伸びが鈍化している。2018年度の販売台数は438万台と、前年比6%増だった。伸
び率は過去4年間で最低だった。昨年9月から、車両保険の加入義務付け期間が1年間から3年間に
延べ費用負担が増したほか、原油高に伴う燃料費の上昇で消費者の購入意欲が落ちた。ﾋﾞｼﾞﾈｽ用
途で使う商用車は18%増。
・乗用車の購入意欲に水を差したのが、車両保険への3年間の加入義務付けだ。

＊大韓航空、深まる混迷…創業家長男の継承半ば
大韓航空を傘下に持つ韓国財閥、韓進ｸﾞﾙｰﾌﾟの趙亮鎬（ﾁｮ・ﾔﾝﾎ）会長（70）が8日、死去した。相次
ぐ不祥事でｸﾞﾙｰﾌﾟの信頼が失墜し、ｱｸﾃｨﾋﾞｽﾄ（もの言う株主）から不透明なｶﾞﾊﾞﾅﾝｽの改革を突き
付けられている非常事態のなかでの急逝となった。長男の趙源泰（ﾁｮ･ｳｫﾝﾃ）氏（４３）への経営継
承は道半ば。ｸﾞﾙｰﾌﾟの進路はさらに視界不良になった。
・韓国　世襲経営に限界「透明性欠如に厳しい目」=韓国では会社を「家業」と捉える意識が強い。ﾎﾟ
ｽｺなど一部を除けば大半は世襲だ。だが、2世から3世への世襲が最後との見方が強い。家族経営
は透明性を欠き、身内に甘くなることも明白になっており、ｱｸﾃｨﾋﾞｽﾄなど投資家が厳しい目を向ける
ようになったことが大きい。世襲で保有株を相続する際、莫大なお金がかかる点も理由だ。

＊中国の策　面従腹背？
知的財産権の侵害を非難する米国に、中国も表向き譲歩を見せ始めた。米国が批判してきた外国
企業に対する技術移転の強要についても、中国政府は3月に「外商投資法」を成立させ、外資系企
業の知財の保護を強化すると誓った。知的財産を巡る米中の争いの根底には、中国の猛追に対す
る米国の危機感がある。WIPO（世界知的所有権機関）の特許出願件数は5万3千件で米国（5万６千
件）に迫り、電池やﾊﾞｲｵなどの先端技術の論文数は米国を抜く。躍進の背景にはｻｲﾊﾞｰ攻撃や不
公平な慣行があると不信感を強めている。
・中国国内では「発展の権利を妨げられるいわれはない」との反発も強い。
・中国の対策が表面的な「面従腹背」の内容に留まれば、米国は追及の手を緩めない公算が大きい

＊Dr・ｶｯﾊﾟｰの憂鬱…銅が映す中国の浮沈
「ﾄﾞｸﾀｰ･ｶｯﾊﾟｰ（copper＝銅）」。銅市況にはこんな異名があるのをご存じだろうか。最大の消費国で
ある中国の景気を「診断」するように先行して動くためだ。2018年後半から急減速した中国景気だ
が、足元では回復感が強まっている。3月の製造業購買担当者景気指数は50.5と前月比1.3㌽上
昇。拡大・縮小の節目である50を5ヵ月ぶりに上回った。
・18年12月の中央経済工作会議では大規模減税やｲﾝﾌﾗ投資の促進などの景気対策を打ち出し
た。ほどなくして工事業者が送電線や建材の調達に動き、それらに使われる銅価格が上昇ー。これ
が銅やﾀｲﾔの天然ｺﾞﾑが景気に先駆ける。世界の消費量のうち中国のｼｪｱは銅が約5割、天然ｺﾞﾑ
は4割となっている。
・中国国有企業や地方政府系のｲﾝﾌﾗ建設の「実行部隊」が債務の重みで動けない。貿易摩擦、少
子高齢化の問題も抱える。08年の「4兆元対策」は世界の景気を持ち上げた。足元で銅市況が動い
ているとはいえ当時と比べて反応は鈍い。
・悩ましそうな動きの「ﾄﾞｸﾀｰ・カッパｰ」。もはや中国に世界経済の下支えは期待出来ない」との不安
を映し出しているのかもしれない。

＊ｲｵﾝ、中国でIT店舗…数年で80店　顔認証、ｽﾏﾎに案内
ｲｵﾝは2020年にも中国でITを駆使し、顧客の要望に先回りする店舗を設ける。中国で約480店を展
開するｲｵﾝｸﾞﾙｰﾌﾟ店舗のうち、数年内に80店舗をめどに置き換える。ITによって小売店が急速に進
化する中国市場でIT人材の獲得やﾉｳﾊｳの蓄積を急ぎ、日本や東南ｱｼﾞｱなどで省力化につながる
新型店の展開を目指す。
・顔認証技術などを活用してｶﾒﾗで入店客を認識する。顧客の動向の分析やｷｬｯｼｭﾚｽ決済に伴う購
買履歴などを活用。

＊M&Aへ20億㌦追加調達…ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ配車大手　ｸﾞﾗﾌﾞ社長
ﾐﾝ・ﾏｰ社長は「年末までに20億㌦（約2220億円）を追加調達する」と述べた。調達先の一つはｿﾌﾄﾊﾞ
ﾝｸｸﾞﾙｰﾌﾟの孫氏で「無限の支援」を約束された。
・買収先や出資先の候補企業は「決済や宅配など我々のｻｰﾋﾞｽを発展させる技術を持った企業だ」
と述べた。ﾀｲやﾏﾚｰｼｱなど8ヵ国に進出し、現在はｲﾝﾄﾞﾈｼｱを重点市場に位置付けし、重点配分す
ると述べた。
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＊ﾀｲ果物輸入に1000億円・・・中国・京東　ﾈｯﾄ通販の商品充実
中国ﾈｯﾄ通販2位の京東集団（JDﾄﾞｯﾄｺﾑ）は8日、中国国内での生鮮食品事業を強化するため、今
後3年間の約65億元（約1千億円）を使い、ﾀｲから果物を輸入する。中国ｽｰﾊﾟｰ大手の永輝超市と連
携し、ﾄﾞﾘｱﾝやﾏﾝｺﾞｽﾁﾝ、ｺｺﾅﾂなど輸入する。
・京東は今回、中国300都市にｺｰﾙﾄﾞﾁｪｰﾝ（低温輸送網）を整備、生鮮品を一定
　期間、保管できるｽｰﾊﾟｰの運営を増やすなど準備を進めてきた。
・京東とｱﾘﾊﾞﾊﾞは中国ﾈｯﾄ通販市場で約8割のシェア占める。
・東南ｱｼﾞｱの果物は中国の国産品に比べ品質が良いとされ、人気が高まる。

＊ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、水問題苦慮…水処理企業の経営難（ﾏﾚｰｼｱ値上要求）
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙが水の供給を受けるﾏﾚｰｼｱからの値上げ要求に苦慮している。両国の首脳が会談した
が、隔たりは埋まらず。海水淡水化施設を運営する国内企業も経営不振に陥っており、水の安定供
給に向けた課題は多い。
・両国は1962年、1000㌎あたり1円未満の価格で、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙに水を99年間供給する契約を結んだ
が、「裕福な国が理屈に合わない価格で水を買っている」と価格の引き上げを求めている。水の再生
技術などで自給率を高めたが、輸入に頼る状況は変わらない。水処理企業も経営が悪化している。

＊工作機械受注28.5%減…3月、米中摩擦が逆風に
景気の先行指標とされる工作機械の受注が低迷している。2019年3月の工作機械受注額（速報値）
は1307億円と前年同月比28.5%減った。前年割れは6ヵ月連続だ。米中貿易摩擦を受けた18年秋以
降の中国需要の減退とｽﾏﾎ向け需要減の２つの逆風が続いている。今後の需要回復は「米中貿易
摩擦の動向次第」との声が多い。中国政府の景気刺激策への関心も高まっている。
・ｵｰｸﾏは「中国の内需が拡大してくれば、早ければ夏には市況は回復」と見ている。東芝機械は自
動車向けのｶﾒﾗﾚﾝｽﾞの金型工作機械を倍増する。各社は高機能ｼﾌﾄや高効率化も進め、需要を喚
起しようとしている。

＊ﾀｲに和風ﾃｰﾏﾊﾟｰｸ…浴衣など気軽に「訪日体験」
ﾁｪﾝﾏｲ中心部から車で約2時間。山の中から突然、巨大な鳥居が現れる。日本風ﾃｰﾏﾊﾟｰｸ「ﾋﾉｷﾗﾝ
ﾄﾞ」が話題を呼んでいる。「ﾀｲには日本に行きたくてもいけない人がいる。日本の伝統や文化を体験
できる場所を作りたかった」。入園料130ﾊﾞｰﾂ。
・同園を開業したのはﾋﾉｷの輸入販売で身を立てたﾀｲの実業家ｱﾆﾙｯﾄ・ｼﾞｭﾝｽｯﾄﾌﾟﾗｻｰﾄ氏だ。広大
な土地に約13億ﾊﾞｰﾂ（44億円）を投じた。
・同国観光・ｽﾎﾟｰﾂ省によると日本はﾏﾚｰｼｱ、ﾗｵｽに次いで渡航者が多い国。18年に前年比15％増
え、初めて100万人を突破した。訪日ﾌﾞｰﾑが過熱するかも。

＊最貧国IT国境を越える…ｽﾏﾎ普及　台頭後押し
ﾐｬﾝﾏｰやﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭと言ったｱｼﾞｱの最貧国で先端技術を活用したいｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業が国際展開を
始めた。拡張現実（AR）や音声認識技術を駆使して教育や金融分野などで出身国から日本も含め
たｱｼﾞｱ域内の国々に事業を拡大する。ＩＴの普及（ｽﾏﾎの普及と通信環境の改善等）でどこの国でも
最新技術を導入しやすくなったため、ﾃｯｸ企業台頭の波が最貧国にも及び始めた。成長への課題は
資金調達だ。
⦿最貧国でもｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟが活躍（一人当たりのGDP、人口、ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ事例）
　・ﾐｬﾝﾏｰ（1354㌦、5200万人）＝360ed（AR技術を活用した教育用ｱﾌﾟﾘ開発）、
　　　　　　　　　　　ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙﾊﾟｽ（前払いのﾎﾟｲﾝﾄで多数のｼﾞﾑを利用可能）
　・ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ（1736㌦、1億6400万人）＝ﾋｼｬﾌﾞ（音声認識で零細ﾋﾞｼﾞﾈｽの取引
　　　　　　　　　記録の入力し支援、ﾄﾞｸﾄﾛｰﾙ（近隣の医師・ｸﾘﾆｯｸを検索・予約
　・ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ（1485㌦、1600万人）＝ｱｸﾞﾘﾊﾞﾃﾞｨ（農家の資金管理や販売を支援）、
　　　　　　　　　ｸﾘｰﾝﾎﾞﾃﾞｨｱ＝ﾚｼﾞ袋の代わりとなる植物由来の買い物袋を開発

＊世界景気、同時減速も（IMF予測）…米中摩擦、供給網に混乱
IMF（国際通貨基金）は9日に改定した世界経済見通しで、19年の成長率予測を3.3%に引き上げた。
日本や米国、欧州など主要国・地域の予測もそろって下方修正し、世界は同時減速の懸念がにじん
でいる。米中の貿易戦争でｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝが混乱し、英国の欧州連合（EU）離脱も企業や投資家の心
理を下押ししている。
⦿IMFは世界のGDＰ予測を下方修正《19年➞20年（カッコ内は1月からの修正幅）》
　世界全体《19年3.3（▴0.2）➡20年3.6（0.0）》、日本《1.0（▴0.1）➡0.5（0.0）》、
　米国《2.3（▴0.2）➡1.9（0.1）》、ﾕｰﾛ圏（1.3（▴0.3）➡1.5（▴0.2）》、英国《1.2（▴0.3）
　➡1.4（▴0.2）》、中国《6.3（0.1）➡6.1（▴0.1）》、世界貿易量《3.4（▴0.6）➡3.9（▴0.1》

＊IMF報告　「世界金融、虚弱性高まる…中国、不良債権ﾘｽｸ」
IMF（国際通貨基金）は10日公表した金融安定性報告書で金融ｼｽﾃﾑの「虚弱性が高まっている」と
指摘した。格付けの低い社債の発行残高が2008年のﾘｰﾏﾝ・ｼｮｯｸ危機以降で4倍に急増するなど、
米欧の企業の借金が膨らんでいるためだ。金融市場が急変すれば、景気後退が深刻になるとの懸
念を強調した。
報告書では、企業債務のほか、大きく4つのﾘｽｸに焦点を当てた。
①ユーロ圏の南欧債保有。欧州の金融機関はｲﾀﾘｱなど南欧債を多く持つ。財政懸念が強まれば金
融機関の自己資本が大きく目減りする恐れがある。
②中国の金融不均衡。中国の小規模の銀行は経営基盤が不十分ななか、利ざやの薄い融資を増
やさざるをえなくなっている。中国景気が減速するなかで、不良再建が急増するリスクがある。
③新興国からの資金流出。何らかの不安で投信の解約が増え、新興国から資金が一気に流出する
恐れがる。
④住宅価格の下落。北欧やｶﾅﾀﾞなど過去数年で住宅価格が大きく上昇した国は少なくない。過剰な
融資や値付けがみられ、１～3年後の価格下落のﾘｽｸ高い。
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＊中国との鉄道建設　再開へ…費用大幅圧縮で合意
ﾏﾚｰｼｱと中国は12日、中止していたﾏﾚｰｼｱ東海岸鉄道の建設を再開することで合意した。財政再
建が急務のﾏﾚｰｼｱに配慮して、建設費用を215億ﾘﾝｷﾞ（約5800億円）圧縮する（当初の655億ﾘﾝｷﾞ
から440億ﾘﾝｷﾞ）。ｱｼﾞｱでは中国が影響力を確保する「債務の罠」に陥りかねないとの懸念が高まっ
ており、その象徴とも言える同計画が復活することは「一帯一路」の関係国との融和を国際社会に
訴える狙いがある。
・欧州連合の規制で輸出減の恐れが高まるﾏﾚｰｼｱのﾊﾟｰﾑ油を中国企業が3月に大量購入する契
約を結ぶなどﾏﾚｰｼｱとの関係改善を急ぐ。

＊台湾IT、2ヵ月ぶり増収…3月、半導体は不振続く
世界IT景気を占う台湾の主要19社の2019年3月売上高を集計したところ、合計額は前年同月に比
べ2.3%増え、2ヵ月ぶりの増収だった。ｽﾏﾎをはじめ多様な電子機器の製造を請け負う鴻海精密工
業などがけん引した。ただ半導体やﾊﾟﾈﾙ関連は不振が続く。米中摩擦への懸念で、方向感が見え
にくくなっている。19社のうち、11社が増収を確保した。

＊中国企業に欧州も懸念…郷にいれば郷に従え
　　　　　米ﾊｰﾊﾞｰﾄﾞ大学ｹﾈﾃﾞｨ行政大学院ｼﾆｱﾌｪﾛｰ　ﾌｲﾛｯﾌﾟ・ﾙｺｰﾙ氏
米中緊張で中国企業にとって欧州の重要性が増しているが、中国企業は欧州でも不振や懸念の高
まりに直面している。欧州のｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ（技術革新）をつまみ食いして持ち帰えり、雇用を奪うと憂慮
する国まである。欧州を成長するための市場とみるとともに、技術やｽｷﾙ獲得の名と捉えている。
・根本にあるのは欧州の人々は中国企業をよく知らず、統治体制が不透明とみる。
・中国の対欧州直接投資の70%を占める国有企業は（共産党主導)明白な理由から外国人を現地採
用しない。
・英国で開かれた会議で「中国に話すにはﾌｧｰｳｪｲに話さなくてはいけない」と語った。ﾌｧｰｳｪｲはこと
あるごとに民間の企業だと強調しているだけに奇妙な見解だ。
・経済や技術で欧米をしのぐと攻撃的言辞を弄したことは中国企業の足かせになった。それを控え
る最近の動きは欧州での新たな活躍機会を得るかもしれない。

＊東南ｱｼﾞｱ企業、再ｴﾈﾙｷﾞｰに熱…地熱や太陽光、地の利も生かす
東南ｱｼﾞｱ企業による再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰへの投資が活発になっている。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱのｽﾀｰ･ｴﾅｼﾞｰは地
熱発電で世界有数の発電能力を誇る。ﾀｲの石炭最大手はﾍﾞﾄﾅﾑで風力発電を計画する。各国政府
が再生ｴﾈの普及を促すため、電力の買い取り制度を導入していることも投資を刺激する要因だ。東
南ｱｼﾞｱでは急増する電力需要を賄うため、石炭火力の発電量を増やすとともに、再生ｴﾈﾙｷﾞｰの活
用・拡大する。
・主要5ｶ国、10年で2.3倍＝国際再生ｴﾈﾙｷﾞｰ（IRENA）によるとｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ﾀｲ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾌｲﾘﾋﾟ
ﾝの主要5ヵ国の再生ｴﾈによる発電能力は2017年に合計5114万㌗で07年比2.3倍に増えた。原子発
電所で50基分に相当。火山が多いｲﾝﾄﾞﾈｼｱとﾌｲﾘﾋﾟﾝは地熱発電が各200万㌗弱と多い。

＊ﾄﾖﾀ・日立　中国新興企業に接近…革新の軸、ｱｼﾞｱにｼﾌﾄ
ﾄﾖﾀ自動車・日立製作所など日本の主要企業が中国のｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟと相次ぎ連携する。ﾄﾖﾀは車載電
子機器、日立はﾌｨﾝﾃｯｸの開発で現地の新興企業と協力を決めた。中国では企業熱の高まりを受け
ﾌｲﾝﾃｯｸなどの有力企業が次々に生まれ、ｴｱﾊﾞｽなど欧米勢も連携を進める。中国発の技術を世界
大手が競って取得する動きだが、行き過ぎれば中国当局から技術流出を警戒する声が出る恐れも
ある。
⦿中国ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟと世界大手の協力
日本＝ﾄﾖﾀ自動車「深圳のIOT開発支援会社と提携」、日立製作所「ﾌｨﾝﾃｯｸの開発ﾁｰﾑを公募」、京
セラ「深圳に電子部品の用途開発の拠点」、ﾀﾞｲｷﾝ工業「深圳で空調用IOT機器を共同開発」、みず
ほ銀行「北京市政府系の企業育成会社と提携」、伊藤忠商事「上海の新興EVﾒｰｶｰに資本参加」
欧米＝ｴｱﾊﾞｽ「深圳で旅客機内機器の開発拠点」、ｲﾝﾃﾙ「深圳でﾛﾎﾞｯﾄﾒｰｶｰの育成事業」、BMW
「新興ﾒｰｶｰと車載機器開発」

＊ﾊﾟｯｸご飯　ｱｼﾞｱ開拓…日本食ﾌﾞｰﾑ　追い風に
ｺﾒ卸最大手の神明HD（神戸市）は無菌包装米飯（ﾊﾟｯｸご飯）の輸出を本格化する。富山県に新工場
が完成し、生産能力に余裕ができるのを機に、ｱｼﾞｱを中心に販路を開拓。天然水で炊くなど質の高
さを売り込み、2019年は18年度実績の3倍となる100万食を目指す。
・神明のﾊﾟｯｸご飯の輸出は10年から。香港のほか英国やｽﾍﾟｲﾝ、ﾄﾞｲﾂなど欧州向けから始めた。
200ｸﾞﾗﾑ入り24個で3600円。現地では2～3倍になる。
・欧米ではｻｰﾓﾝや酢、のりなどに合わせ、簡単に手巻き寿司が食べられるなど人気になっていると
いう。18年度の輸出は約30万食の見込み。
＊米「輸出注意」、中国7割…米社が取引停止、強まる警戒
米が安全保障上の観点から外国企業への警戒を強めている。米商務省製品輸出の際に注意を要
する「未確認ﾘｽﾄ」を新たに50件加えた。このうち7割超を中国の企業や大学が占めた。電子部品か
ら化学、機械など幅広い業種に及ぶ。半導体製造装置の米ｱﾌﾟﾗｲﾄﾞﾏﾃﾘｱﾙｽﾞが指定された中国企
業との取引停止に動くなど、個別企業にも影響が出ている。
⦿米国が「未確認ﾘｽﾄ」に指定した中国の主な企業や研究機関
　・ｱﾓｲ三安光電「LED世界大手」、・北京八億時空液晶科技「液晶材料」、・西安
　彩晶光電科技「液晶材料」、・深圳翠博微系統「電子部品」、・西安交通大学
　「大学」、・同済大学「大学」、・中国科学院の複数の研究所「研究機関」
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＊中国最大の貿易商談会開幕…販売先多角化急ぐ「貿易摩擦で輸出減」
中国最大の貿易商談会「中国輸出入商品交易会（広州交易会）」が15日、広東省広州市で開幕し
た。世界から200ヵ国、20万人の仕入れ業者が集まる同会の会期中に結ばれる契約額は貿易動向
の先行指標となる。米国との貿易戦争の影響ですでに米向け輸出は減少しており、他市場の開拓
を掲げる参加者が目立った。
・輸出が伸び悩む一方、交易会では今回から輸入拡大に向け新たな取り組みを試みる。広東省や
香港、ﾏｶｵで形成する「大湾区」と外国の政府関係者を引き合わせるｲﾍﾞﾝﾄを開く。中国政府は産業
育成やｲﾝﾌﾗ整備で大湾区が発展すれば海外製品の購買力も高まるとしている。

＊上海車ｼｮｰ開幕…ﾄﾖﾀ・日産など日本勢　中国でEV攻勢
世界最大級の自動車ｼｮｳｰが中国・上海で16日、開幕した。ﾄﾖﾀ自動車やﾎﾝﾀﾞなど日系ﾒｰｶｰは電気
自動車（EV)や高級車の新型ﾓﾃﾞﾙを相次いで公開した。中国は世界最大の自動車市場だが、景気
減速など足元の需要は低迷している。欧米勢に地場ﾒｰｶｰも交え、各社の競争が激しさを増してい
る。
・ﾄﾖﾀは多目的ｽﾎﾟｰﾂ車（SUV)「CーHR」「ｲｿﾞｱ」のEVを発表。ﾏｲｸﾛﾊﾞｽ「ｺｰｽﾀｰ」の燃料電池車
（FCV)の中国への導入も検討。「ﾚｸｻｽ」のﾐﾆﾊﾞﾝ「LM」も発表。
・ﾎﾝﾀﾞはEVのｺﾝｾﾌﾟﾄ車「X-NV」を公開。日産はｾﾀﾞﾝ「ｼﾙﾌｨ」の新型車「ﾍﾞｪﾈｰｼｱ」でEVを発表。三菱
自動車はPHVの「ｅーＹｉ（ｲｰｲｰ）」を展示。
中国は新ｴﾈﾙｷﾞｰ車の生産を義務付け。各社が規制への対応を急いでいる。

＊錦湖ｱｼｱﾅ財閥「解体へ」…変わる創業家支配の構図
韓国航空2位のｱｼｱﾅ航空が、財閥の経営難から売却されることになった。財閥は韓国中堅財閥の
錦湖（ｸﾑﾎ）ｱｼｱﾅｸﾞﾙｰﾌﾟ。一貫性の無い事業買収や売却を繰り返し、資金繰りが悪化した。創業家
を中心に財閥側は当初、ｱｼｱﾅ航空の売却に反対したが、主力行の政府系金融機関に押し切られ
た。韓国では財閥が経済を牛耳りかっては政権側が財閥を守ることが多かったが、今回は見放され
た。同財閥は事実上解体に向かう。
＊中国勢　有機EL増産へ…ｽﾏﾎ向け、韓国を追う
中国のﾊﾟﾈﾙ大手各社が高精細の有機ELﾊﾟﾈﾙで圧倒的なｼｪｱを誇る韓国勢を追っている。最大手
の京東方科技集団（BOE)は2019年までに量産体制を整え、生産量で世界2位の韓国LGﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｰを
追い抜く見通し。有機ELは普及が期待される折り畳み型ｽﾏﾎでの活用が見込まれている。現状では
韓国勢が圧倒的な地位を築いている。18年は市場規模243億㌦（約2兆7千億円）、ｻﾑｽﾝ電子が
84%、LGﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ12%と96%を韓国勢が握る。
・「20年前半にはｻﾑｽﾝの優位性をおびやかす」と台湾調査会社ｳｨｯﾋﾞｰの邱氏。
・「今後数年間で中国は有機ELの世界のﾘｰﾀﾞｰとなる」とTCLのCEO李氏が言う。

＊崩れる「米一極集中」…中国への技術流出　懸念
世界の大手企業は従来、米ｼﾘｺﾝﾊﾞﾚｰなどに研究開発拠点を設け技術を吸収してきたが、そうした
米国一極集中の構図が崩れてきた。世界知的所有権機関（WIPO)が3月発表した2018年の国際特
許願件数では、中国のﾌｧｰｳｪｲが約5400件で、2年連続の首位。中国の技術力が高まっている。ｲﾝ
ﾄﾞ、韓国、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱでもｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟが急増。ただ日本企業などが今後、先端技術を持つｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟに
出資の動きを見せれば、共産党・政府が技術の流出を防ぐため規制に動く可能性もある。

＊中国と「一帯一路」で協力…物流ﾊﾌﾞへ「利益一致」（安全保障の懸念否定）
ｷﾞﾘｼｬのｶﾄﾛｶﾞﾛ外相は国内最大の港湾への投資受け入れで深まる中国との関係について、物流の
ﾊﾌﾞを目指すうえで「利益が一致している」と述べた。中国の投資に伴う安全保障上の懸念は生じな
いと強調。
・ｱﾃﾈ近郊の最大港で中国国有海運が2016年に全体を傘下に収めたﾋﾟﾚｳｽでの取り扱い貨物の増
加やｸﾙｰｽﾞ客船誘致は債権危機で疲弊した経済再建につながるだけに、「『一帯一路』を使い製品
輸出を増やそうとする中国とは共通の利益がある」と外相は語った。
・中国の対欧州投資総額に占めるｷﾞﾘｼｬの割合が0.4%にとどまるとの根拠にｷﾞﾘｼｬに対する中国の
影響力は限定的だと説明。軍事利用懸念も退ける。

＊一帯一路「要所」にくさび…過度な中国依存防ぐ「健全成長重視で協力」
安倍晋三首相は22日からの外国訪問で、東欧4ヵ国の首脳と会談する。東欧は中国が進める広域
経済圏構想「一帯一路」の要所だ。通信規格「５G」などの通信ｲﾝﾌﾗでも中国が進出を目指してい
る。日本が中国ﾏﾈｰが浸透する前に経済協力を通じて各国に健全な成長を促す。過度な中国依存
を防ぐ狙いだ。
⦿阿部首相が訪問する欧州の国と想定する内容
・ｽﾛﾊﾞｷｱ=東欧4ヵ国（V4・ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ、ﾁｪｺ、ｽﾛﾊﾞｷｱ、ﾊﾝｶﾞﾘｰ）首脳らと会談。経済協力を呼びかけ。中
国が狙うﾃﾞｰﾀ覇権で懸念共有。
・ﾍﾞﾙｷﾞｰ＝ﾄｩｽｸEU大統領と会談。英国のEU離脱を巡り連携確認。
・ｲﾀﾘｱ＝2年ぶり訪問。中国の「一帯一路」覚書締結を受け、経済・防衛協力強化
・ﾌﾗﾝｽ＝6月のG20へ、8月のG7議長のﾏｸﾛﾝ大統領と議題など摺りあわせ
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＊ｿﾆｰ、中国でｱﾆﾒ製作…3兆円市場に照準、ｸﾞｯｽﾞ直販も
ｿﾆｰが中国でｱﾆﾒﾋﾞｼﾞﾈｽに本格参入する。上海に現地法人を設立し、中国企業とｱﾆﾒ作品を共同製
作するほか、ｷｬﾗｸﾀｰｸﾞｯｽﾞの直販も始める。中国のｱﾆﾒ産業の市場規模は2019年3兆円を超える見
込み。中国の市場が拡大するなか、日本と同様のﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙで事業を強化する考えだ。
・ｿﾆｰが中国でｱﾆﾒ事業に本腰を入れると決めたのは、海賊版の取り締まりを強化し始めたことが背
景にある。
・日本のｱﾆﾒ事業はｺﾝﾃﾝﾂ配信からｸﾞｯｽﾞ販売、劇場公演などで幅広く作品を活用しなければ、収益
を増やすのは難しい。

＊中国景気、政府対策で一息…「借金依存」に危うさ（1～3月　6.4%成長）
中国景気の減速にひとまず歯止めがかかった。17日発表の2019年1～3月期の実質成長率は、政
府の景気対策の効果もあり、3月にかけて製造業の景況感や生産などの指標が改善した。ただ、企
業や個人が再び借金依存を強めるなど、内需にもろさを抱える。年後半に向けて景気回復の持続
力には懸念もある。
・公共工事やﾏﾝｼｮﾝ建設に絡むｾﾒﾝﾄ（22%増）、粗鋼（10%増）、ｶﾞﾗｽ（8%増）など。
・逆に産業の屋台骨である携帯電話（7%減）、自動車（3%減）、半導体（2%減）はいずれも前年割れ
だ。追加関税の工作機械やﾛﾎﾞｯﾄも減少が続く。
「年後半の成長率は回復するだろうが、力強さはない」（中泰証券の李ｴｺﾉﾐｽﾄ）

＊日本一辺倒から脱却へ…日本ﾍﾟｲﾝﾄ、豪大手買収
日本ﾍﾟｲﾝﾄHDは、経済成長の鈍化が懸念される中国への依存の収益構造からの脱却を進める。
ｵｰｽﾄﾗﾘｱ塗料大手のﾃﾞｭﾗｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟを8月に約3000億円で買収と発表した。日本ﾍﾟｲﾝﾄHDは売上
高の約6割を中国などｱｼﾞｱ（日本除く）が占める。豪州市場に参入し、安定した収益基盤を築く狙い
だ。

＊韓国、成長率を下方修正…0.1ﾎﾟｲﾝﾄ減の2.5%　半導体不振を反映
韓国銀行（中央銀行）は18日、2019年の国内総生産（GDP)成長率見通しを従来の2.6%から2.5%に下
方修正した。主力産業の半導体の不振が当初の予想を超え、設備投資や輸出の見通しを低く見直
した。韓国銀行は下期にかけて景気が回復するｼﾅﾘｵを描くが、それも半導体の市況次第といえそ
うだ。
・ｻﾑｽﾝ電子が連結決算は営業利益が前年同期比で60%も減益は4年半ぶりだ。

＊ｱｼﾞｱ、ﾈｯﾄ出前、宅配員がつまみ食い…背景にｲﾝﾄﾞの所得格差
ｲﾝﾄﾞで広がり始めたｲﾝﾀｰﾈｯﾄを使った食事の宅配ｻｰﾋﾞｽが早くも壁にぶつかっている。ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企
業の手掛けるｽﾏﾎｱﾌﾟﾘで注文できる手軽さから人気となったが、ｻｰﾋﾞｽを担う宅配員のモラル不足
や労働問題が表面化。問題の根は深く、ｲﾝﾄﾞのｻｰﾋﾞｽ産業の脆弱さを露呈している。
・2分間の映像で流れるのはｽﾏﾎで撮影されたｿﾞﾏﾄ宅配員。道路わきに止めたﾊﾞｲｸに座り黙々9回、
食事をｽﾌﾟｰﾝで口に運ぶ。終わると別の配送物からはがした紙ﾃｰﾌﾟを容器の入ったﾋﾞﾆｰﾙ袋に巻き
つけ、未開封のように装った。映像はSNSであっと言う間に、ｲﾝﾄﾞ中に拡散し、大騒動になった。
・問題の背景にはｻｰﾋﾞｽ産業を支える労働者とｻｰﾋﾞｽ利用者との間の経済格差がある。ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ
上の問題が起きる素地を抱える。

＊中国ﾈｯﾄ大手　香港で銀行参入…4陣営に「仮想銀行」免許交付
中国のEC大手、京東集団（JDﾄﾞｯﾄｺﾑ）やﾈｯﾄ保険の衆安在線財産保険が香港で銀行業に参入す
る。中国銀行香港などと組んで、店舗を持たずに運営するｲﾝﾀｰﾈｯﾄ専業銀行の免許を取得した。年
内にも営業を始める見通し。中国のIT企業が規制の整った香港で金融のﾉｳﾊｳを得れば、次の海外
展開の足がかりになる。
・大手銀の存在感が強かった金融都市でも、異業種を交えた競争がはげしくなりそうだ。

＊米中摩擦に鴻海ﾘｽｸ…親中派「郭総統」に現実味
台湾の鴻海（ﾎﾝﾊｲ）精密工業が大きな困難に直面しそうだ。経営ﾄｯﾌﾟの郭台銘
（ﾃﾘｰ・ｺﾞｳ）董事長が台湾総統選への出馬を決めた。ｶﾘｽﾏ経営者として売上高19兆円の巨大ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟを一代で築いた同氏。総統になれば経営から退く必要があり打撃は必至だ。鴻海だけでなく、親
中派の郭氏が台湾ﾄｯﾌﾟに就けば米中ﾊｲﾃｸ摩擦に影を落とし、火に油を注ぎかねない。

＊米高官「機密収集が目的」…中国移動の通信参入　異例の却下
米国が安全保障上の懸念を理由に、中国企業への締め付けを強化している。昨年の通信機器ﾒｰ
ｶｰ、華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）の排除に続き、17日は中国国有通信最大手の中国移動（ﾁｬｲﾅﾓﾊﾞｲﾙ）の
参入を認めない異例の方針を示した。ｽﾊﾟｲ活動
やｻｲﾊﾞｰ攻撃を警戒し、政府主導で対中包囲網を築く。中国の報復措置を招く
恐れもあり、情報流出や技術移転を巡る米中間の対立が深い。
・ﾁｬｲﾅﾓｰﾊﾞｲﾙは中国政府が直接管理する国有企業。10億人を超える契約者の個人ﾃﾞｰﾀを抱え、
中国政府と一体で事業運営をしているとされる。

＊EV普及、巨大な実験場…中国「25年の700万台」（VWやﾄﾖﾀ本命投入）
航続距離やｺｽﾄが課題のEVが、中国で本格普及の分岐点に立つ。16日に開幕した上海国際自動
車ｼｮｰでは、独VWやﾄﾖﾀがEVの本命を発表した。中国は新たな産業育成を狙い、国主導でEVの普
及を図る。ﾒｰｶｰにとって世界市場をにらみEVの技術革新を試す巨大な実験場だ。「官製市場」との
批判もある中国で次世代の覇権争いが熱を帯びる。
脱「官製市場」へ試練‥「EVは充電が面倒だし、手ごろな価格で格好いい車もない」。上海市の外資
系企業勤務の男性（35）が打ち明ける。EVの主な購入層はｶﾞｿﾘﾝ車のﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄ取得が難しい北
京や上海などの大都市が中心。ﾏﾝｼｮﾝの住民がほとんどで、充電も難しい。EVの販売先は実は企
業向けの存在が大きい。
・個人はｶﾞｿﾘﾝ車のﾅﾝﾊﾞｰが取得できずに「仕方なく」買う人や。富裕層の2台目需要などに限られ
る。
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＊台湾IT製造、中国離れ…米中摩擦で顧客が中国製敬遠「地元や東南ｱへ」
台湾のIT機器ﾒｰｶｰが中国大陸から生産拠点を移転する動きを加速している。ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰに使う通
信機器などを台湾や東南ｱｼﾞｱへ移す企業が相次ぐ。中国の人件費上昇に直面していたところに、
米中摩擦で米国の顧客が中国製機器の採用み直しに動いたためだ。中国を「世界の工場」に押し
上げた台湾勢の転換は世界的
なｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの再編の兆しと言えるが、中国が阻止に動く可能性もある。
・台湾経済部(経済省）によると、中国に進出企業の50社以上が地元回帰を模索。
・台湾からの対米輸出額は18年12月以降、毎月前年同月比2桁%のﾍﾟｰｽで伸び、19年1～3月では2
割増の107億㌦（約1兆2千億㌦）と過去最高を更新。

＊任天堂、中国攻略へﾀｯｸﾞ…ﾃﾝｾﾝﾄと「ｽｲｯﾁ」販売（規制の壁　克服狙う）
任天堂が主力の家庭用ｹﾞｰﾑ機「ﾆﾝﾃﾝﾄﾞｰｽｲｯﾁ」を中国で販売する。中国のﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽ大手の騰訊
控股（ﾃﾝｾﾝﾄ）と組み、世界最大のｹﾞｰﾑ市場に再参入する。任天堂は「ﾆﾝﾃﾝﾄﾞｰDS」などのｹﾞｰﾑ機
を投入してきたが軌道に乗らず、ここ数年は中国での事業がほぼｽﾄｯﾌﾟしていた。ﾃﾝｾﾝﾄとのﾀｯｸﾞで
「三度目の正直」を目指す。
・中国では当局がｹﾞｰﾑのｿﾌﾄが適正かどうかを検閲する規制がある。政府とのﾊﾟｲﾌﾟがあるとされる
ﾃﾝｾﾝﾄと組めば、事業展開の自由度が高まる。まずはﾃﾝｾﾝﾄは「ｽｰﾊﾟｰﾏﾘｵ」ｼﾘｰｽﾞのｹﾞｰﾑｿﾌﾄにつ
いて広東省当局から許可を得る見通し。

＊自動車産業にCASEの重圧…直近ﾋﾟｰｸ比　時価総額57兆円減
・CASE=自動車を巡る新しい技術・潮流。「Conenected（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄとの接続）、
　Autonomouse（自動運転）、Share&Service(ｶｰｼｪｱﾘﾝｸﾞ）、Electric（電動化）
・自動運転など新しい技術の潮流「CASE」が、世界の自動車産業を揺さぶる。ｿﾌﾄｳｴｱなど不慣れな
領域で投資・開発の負担が膨らみ、IT大手など異業種との競争も激化する。「100年に一度の大変
革期」に突入した。投資ﾏﾈｰは離散し、自動車株の時価総額は2018年1月の直近ﾋﾟｰｸ比で約57兆
円（21%〉減少した。

＊大気汚染、上位にｱｼﾞｱ勢
国際環境保護団体ｸﾞﾘｰﾝﾋﾟｰｽなどがまとめた2018年の報告書によると、世界の大気汚染国別ﾗﾝｷﾝ
ｸﾞでﾜｰｽﾄ10のうち6ヵ国をｱｼﾞｱが占めた。最も汚染が深刻な国はﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭで、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ｲﾝﾄﾞなど
も含めて南ｱｼﾞｱ地域がﾜｰｽﾄ3を独占した。11位以下でもｲﾝﾄﾞﾈｼｱや中国、ﾍﾞﾄﾅﾑなどが上位に名を
連ねた。
・報告書は、世界では大気汚染が原因で死亡する人が今後1年間に700万人になり、経済損失は約
25兆円に達すると指摘している。各国は自動車の排ｶﾞｽ規制や石炭火力発電所の新設抑制などの
対策を急ぐが状況は変わりそうにない。

＊CASEの重圧…日本経済にｲﾝﾊﾟｸﾄ
・ｱｲｼﾝ精機の社内でも危機感は強い。主力製品の自動変速機（AT)は「自動車がすべて電動化され
れば、不用になってしまう」（幹部）。ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ車向けにﾓｰﾀｰを組み込んだATの生産を拡大するなど
ｻﾊﾞｲﾊﾞﾙに懸命。
・自動車産業の競争力を支えてきたのはｴﾝｼﾞﾝなど「機械」の技術だ。CASE対応にはｿﾌﾄｳｴｱや半
導体など別の技術が必要。IT大手など異業種が先行。米ｸﾞｰｸﾞﾙは約10年前に自動運転車の開発
に着手。手元資金も12兆円強と巨大で、有望な新技術をそうざらえするだけの財力もある。
・部品ﾒｰｶｰの独ｺﾝﾁﾈﾝﾀﾙや仏ｳﾞｧﾚｵなどｴﾝｼﾞﾝや変速機などの駆動系部品を手掛け、CASEに伴う
事業規模の縮小が懸念材料。
・電動車にも必要な内装部品を扱う小糸製作所などは株価が上がっている。
⦿自動車産業は裾野が広く、販売などを含めれば日本の全就業者の1割弱が従事。「CASE革命
の」の帰結は、日本経済にも大きなｲﾝﾊﾟｸﾄを与える。

＊隠れた薬効　AIが発見…開発費・医療費減に期待
薬の効き目や副作用に関するﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀを人口知能（AI)などで解析し、既存薬を他の病気の治療に
転用する「ﾄﾞﾗｯｸﾞﾘﾎﾟｼﾞｼｮﾆﾝｸﾞ」の研究が進む。九州工業大学は約7000種の薬について別の効果を
予測し、数種類は実験で確かめた。近畿大学は心臓病薬ががんﾘｽｸを下げることを見つけた。特定
の薬が意外な病気の予防や治療に役立つとわかり、盛んになった。創薬ｺｽﾄを下げ、医療費削減に
つながる。
・便秘の漢方薬「大建中湯」は大腸がんに有効、精神病薬「ﾍﾟﾝﾌﾙﾘﾄﾞｰﾙ」は前立がんに効く。富山
大、東京大などが実験で確かめた。
・近畿大学は心臓病薬「強心配糖体」が胃や大腸、前立腺や血液のがんのﾘｽｸを下げることを見つ
けた。他にも数種類のてんかん薬にがんのﾘｽｸを下げる可能性があることを見つけた。

＊中国でFCV普及を狙う…ﾄﾖﾀ、北京汽車と提携
ﾄﾖﾀ自動車が中国で燃料電池車（FCV）の普及拡大へ動き出した。22日、現地の自動車大手、北京
汽車集団とFCV部品の外販を進める方針。ﾄﾖﾀは世界初量産FCV
を発売し先行したが、普及は進んでいない。北京汽車傘下の北汽福田汽車に、ﾊﾞｽ向けの燃料電池
装置や水素ﾀﾝｸなどを供給する。
・中国では環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ問題を解決するため、政府や企業はFCVに期待。ﾄﾖﾀは精華大と連合研究
院を設立し、FCVなど水素の利活用を新たな共同で研究する。
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＊中国「豚肉危機」世界に影響…ｱﾌﾘｶ豚ｺﾚﾗ猛威　需給逼迫
中国国内で家畜伝染病「ｱﾌﾘｶ豚ｺﾚﾗ」の蔓延が深刻化している。中国本土にある31ある省・自治
区・直轄市の全てで感染を確認した。ｱﾌﾘｶ豚ｺﾚﾗによる飼育頭数減少に周期的な上昇も重なり、豚
肉価格は今冬に過去最高を更新しそうだ。世界最大の豚肉消費国である中国は国内生産量の減
少を埋め合わせるために米国や南米、欧州からの輸入を急拡大するとみられており、世界の豚肉
相場を押し上げる公算が大きい。
・中国では豚肉は欠かせない食材。価格高騰は当局への不満の高まりに繋がりかねないため、国
家備蓄をし、高騰すると在庫を放出して、価格を抑える。
・19年の米国産豚肉にかける関税は62%、輸入量が17年の約17万㌧から30万㌧に拡大の見通し。

＊ﾀｲ・ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ　45年ぶり鉄道開通…物流整備、分業進展も
ﾀｲ・ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ両政府は22日、両国間を結ぶ国際鉄道を開通する調印式を開いた。鉄道の運行は、両
国の関係悪化を受けて1974年に停止して以来45年ぶり。ﾀｲは人件費が高騰しており、製造業は安
い労働力を求めてｶﾝﾎﾞｼﾞｱに生産を分業する動きが出ている。これまで両国間の物流はﾄﾗｯｸ輸送し
かなく、鉄道物流の整備で今後、域内分業が加速しそうだ。
・ﾀｲ側国境のｱﾗﾝﾔﾌﾟﾗﾃｰﾄと、ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ側のﾎﾟｲﾍﾟﾄの間で鉄道で結ばれた。これでﾌﾞﾉﾝﾍﾟﾝとﾊﾞﾝｺｸの
往来が可能になった。

＊ﾌｧｰｳｪｲ39%増収　1～3月　ｽﾏﾎ出荷5割増「米排除、先行き不透明」
中国通信機器最大手の華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）が22日発表した2019年1～3月期決算が前年同期比
39%増の1797億元（約3兆円）だった。中国や欧州でｽﾏﾎの販売が好調だったほか、次世代高速通信
「5G」通信用の基地局の出荷も伸びた。
・ｽﾏﾎの1～3月期の世界出荷台数は5900万台で前年同期に比べ5割増。５G用の基地局の出荷も
伸びた。3月末時点で延べ7万局の基地局を出荷し、2月末から1ヵ月で2万5千局増やした。
・米国は安全保障上の懸念を理由に、各国にﾌｧｰｳｪｲの通信機器の排除の動きは今後広がる可能
性があり、好調な業績を維持できるかは不透明。

＊ｻﾑｽﾝ、品質不安再び…折り畳みｽﾏﾎ発売発売延期
韓国ｻﾑｽﾝ電子のｽﾏﾎを巡る品質不安が再燃した。同社は23日、米国で26日に予定していた画面を
折り畳める新型ｽﾏﾎの発売を延期した。2016年に発売した大画面ｽﾏﾎの電池発火問題に続いて新
製品の不具合が発覚した格好で、品質管理能力が厳しく問われる事態だ。次世代の高速通信規格
「５G」と新製品を組み合わせてｽﾏﾎ市場での停滞を打開しようという焦りが招いた可能性がある。
・今回の問題
「機種」ｷﾞｬﾗｸｼｰﾌｫｰﾙﾄﾞ、「発生時期」4月、「不具合の内容」谷折りに畳む画面にｼﾜや傷が発生、
「対応策」4月26日の米国発売や5月3日の欧州、同月中旬の韓国発売を延期、「業績への影響」不
明。
＊ﾌｧｰｳｪｲも延期か…中国報道　ﾊﾟﾈﾙ調達に問題
・中国通信機器最大手のﾌｧｰｳｪｲが画面を折り畳めるｽﾏﾎの発売を当初予定の6月ごろから9月に
延期する可能性があることが23日、分かった。複数の中国ﾒﾃﾞｨｱが報じた。画面に使うﾊﾟﾈﾙの調達
に問題があるという。

＊ﾊﾟｷｽﾀﾝ　貧困対策に軸足を」…中国との一帯一路構想で
ﾊﾟｷｽﾀﾝのｸﾚｼ外相は22日、中国の広域経済圏構想「一帯一路」の一部をなす「中国・ﾊﾟｷｽﾀﾝ経済
回廊（CPEC)」について「産業振興による雇用創出や貧困対策に軸足を移すべきだ」との考えを示し
た。
・2015年に本格化したCPECはﾊﾟｷｽﾀﾝ国内の発電所や鉄道、港湾、空港整備、などに620億㌦規模
を投資する計画だ。貿易収支の赤字と対外債務が膨らみ、外貨準備を激減させた。IMFと85億㌦程
度の財政支援で合意か。

＊中国ﾕﾆｺｰﾝ　成長急ﾌﾞﾚｰｷ…米印から厳しい視線「情報漏洩・不適切表現」
世界最大の企業価値8兆円強の評価を受ける中国のﾕﾆｺｰﾝ企業（企業価値が10億㌦超の非上場
企業）の成長に急ﾌﾞﾚｰｷがかかってきた。動画投稿ｱﾌﾟﾘ「TikTok（ﾃｨｸﾄｯｸ）」を展開する北京字節跳
動科技（ﾊﾞｲﾄﾀﾞﾝｽ）。米国やｲﾝﾄﾞから相次ぎその運営方法、ｻｰﾋﾞｽ内容を巡り待ったがかかった。中
国の有力新興企業は短期で失速する企業も多く、同社も正念場だ。
・「上場ｺﾞｰﾙ」の誤り・・中国の中堅証券の国都証券は「一部の株主は上場後に売り抜けることしか
興味がない。ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟに対するﾊﾞﾌﾞﾙは終わりか」と分析する。
・中国のﾕﾆｺｰﾝは上場後、時価総額が大きく落ちることが多い
　Bilibili（ﾋﾞﾘﾋﾞﾘ・動画配信・上場3月）「上場時31億㌦⇗現在56億㌦」、小米（ｽﾏﾎ・7月）「533⇘389」、
拼多多（ﾈｯﾄ通販・7月）「296⇘254」、NIO（EV・9月）「68⇘50」、美談点評（ﾈｯﾄ出前・9月）「509⇘352」

＊ﾌｧｰｳｪｲ、ｸｱﾙｺﾑ追う…ｽﾏﾎ半導体　2強に
中国通信機器最大手のﾌｧｰｳｪｲが最新ｽﾏﾎ向けに独自に設計した半導体が米ｱｯﾌﾟﾙの「iPhone」用
と並ぶ世界最先端の性能を持つことが分かった。ﾌｧｰｳｪｲは次世代通信規格「５G」向けのｽﾏﾎ用半
導体を外販する意向も示しており、この市場をけん引してきた米半導体大手ｸｱﾙｺﾑと二大勢力を形
成する可能性が出てきた。
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＊中国に「ﾌｧﾌﾞﾚｽ」500社…半導体　ﾌｧｰｳｪｲ以外も台頭
中国の半導体ﾒｰｶｰがIT機器の頭脳に当たる半導体ﾁｯﾌﾟの回路設計で競争力をつけてきた。ﾌｧｰ
ｳｪｲ傘下のﾊｲｼﾘｺﾝのほか、名門・精華大学傘下の企業などが成長する。韓国や台湾に次ぐｱｼﾞｱ発
の新興勢力として台頭しつつある。
ﾊｲｼﾘｺﾝは半導体の回路設計・販売に専念する「ﾌｧﾌﾞﾚｽ」と呼ぶ事業形態をとる。中国には現在、半
導体のﾌｧﾌﾞﾚｽ会社が500社ほどあるとされる。精華大学企業である紫光集団傘下の紫光展鋭科技
もｽﾏﾎ用半導体でｼｪｱを高めるなど、ﾊｲｼﾘｺﾝに続く半導体ﾌｧﾌﾞﾚｽが育ちつつある。

＊ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ初、高速道建設…中国国有企業が全額負担「通行料徴収で」
中国はｶﾝﾎﾞｼﾞｱ初の高速道路の建設を主導する。中国国有企業が2000億円強を
投じ、首都ﾌﾞﾉﾝﾍﾟﾝと南の港湾都市ｼｱﾇｰｸﾋﾞﾙを結ぶ路線を2023年に完成させる。
企業側が50年間にわたり通行料金を徴収して投資を回収する。ｶﾝﾎﾞｼﾞｱの資金
負担はｾﾞﾛだ。
・ｶﾝﾎﾞｼﾞｱでは広域経済圏構想「一帯一路」を旗印とする中国の影響力は特に大きい。ｶﾝﾎﾞｼﾞｱへの
直接投資は全体の約7割（17年）に達しており、対中債務は全体の4割の５千億円程度。国内総生産
（GDP)比の対外債務は健全な水準だが、ｲﾝﾌﾗ投資による借り入れを極力抑えるのが政府の方針
だ。
・「表向きの契約だけで2000億円を回収するのはほぼ不可能」とみる。BOT方式は「表向きの負債に
はならないが、知らず知らずののうちに中国の影響力が高まる」（みずほ総合研究所の酒向浩二上
席主任研究員）。

＊韓国、輸出・投資　急ﾌﾞﾚｰｷ…中国企業台頭も影
韓国の2019年1～3月期の実質成長率が前期比0.3%減と、予想外のﾏｲﾅｽ成長に転落した。ﾏｲﾅｽ成
長は５四半期ぶり。輸出は半導体をはじめ主力製品が創崩れの状態で、設備投資にも急ﾌﾞﾚｰｷが
かかった。韓国政府は補正予算の編成などで景気の下支えを狙うが、回復が遅れれば文在寅（ﾑﾝ・
ｼﾞｪｲﾝ）政権の経済政策への批判が強まるのは避けられない。
・背景には中国企業の台頭がある。ｻﾑｽﾝ電子、LGﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲは1～3月期、ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ事業が赤字に
転落の見通し。自動車も厳しい。経済の低迷が続けば来年4月の総選挙に影響を及ぼすのは必至
だ。

＊公立病院「隠れ赤字」膨張…公費投入除く本業　5年で5割増
地方自治体が運営する公立病院の赤字拡大が止まらない。自治体の補填を除いた本業の赤字総
額は2017年度に4782億円となり、12年度比で5割増えたことが分かった。最終的な損失も膨らんで
おり、公的負担が急増する恐れがある。公費投入が増えると、過剰病床の縮小・集約など医療の効
率化が遅れる懸念が強まる。
・医療情報分析のｹｱﾚﾋﾞｭｰの加藤良平代表は「都市部は民間との役割分担を徹底し、規模を縮小
すれば公費依存の問題は解決する」と指摘。

＊成功報酬型の薬、日本遅れ…法改正などﾊｰﾄﾞﾙ高く
効いた場合にだけ代金の支払いを求める「成功報酬型」の医薬品が欧米で増えている。薬の価格
上昇が進む中、医療費を抑えたい政府や保険会社などと、ｸｽﾘを浸透させたい製薬企業の思惑が
一致しているためだ。一方、日本で採用しようとする動きは鈍い。遺伝子治療薬などの高額な薬の
登場が今後日本でも相次ぐだけに、導入を要望する声が強まっている。薬代1回5200万円・・厚生労
働省はｽｲｽのﾉﾊﾞﾙﾃｨｽが開発した血液がん治療薬「ｷﾑﾘｱ」の国内での製造販売を承認。免疫細胞
に遺伝子操作を加え、培養して体内に戻す。「まぎれもない特効薬」（河上教授）。

＊現代自 復活の道険しく…CASE対応　周回遅れ
韓国の現代自動車が24日発表した2019年1～3月連結決算は四半期ﾍﾟｰｽで1年半ぶりの増益に
なった。業績悪化には歯止めがかかった形だが、世界販売は3%減となお低調だった。CASE（ｺﾈｸﾃｯ
ﾄﾞ、自動運転、ｼｪｱﾘﾝｸﾞ、電動化）と呼ばれる自動車産業の潮流の大変化への対応は周回遅れの状
態で、復活への道は険しい。

＊ｱﾌﾞﾀﾞﾋﾞ政府系ﾌｧﾝﾄﾞ「ﾑﾊﾞﾀﾞﾗ」…中国企業に積極的投資「滴滴等ﾃｯｸ系へ」
中国ﾃｯｸ企業に中東のｵｲﾙﾏﾈｰが流れ込んでいる。アラブ首長国連邦（UAE)ｱﾌﾞﾀﾞﾋﾞの政府系ｱﾌﾞﾀﾞ
ﾋﾞの政府系ﾌｧﾝﾄﾞ、ﾑﾊﾞﾀﾞﾗ・ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄのﾊﾙﾄﾞｩｰﾝ・ﾊﾘﾌｧ・ﾑﾊﾞﾗｸ最高経営責任者（CEO）は香港で日
本経済新聞に「ｱｼﾞｱへの投資で目を開かされた。この地域への投資額を積み増したい」と語った。
産油国が投資先を先進国から新興国に広げる動きがさらに鮮明になりそうだ。
・「中国の投資は全体の1%未満だ。香港を足掛かりに中国への投資を増やしてきた」とﾑﾊﾞﾗｸ氏。ﾋﾞ
ｼﾞｮﾝ・ﾌｧﾝﾄﾞ（ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸｸﾞﾙｰﾌﾟ）にも150億㌦の出資を約束した。滴滴など高く評価する企業には直接
投資にも乗り出す。
・ｵｲﾙﾏﾈｰのｱｼﾞｱへの流入は当面続きそうだ。

＊欧州の中国傾斜　食い止め…５G覇権拡大を警戒
安倍晋三首相は24日、訪問先のﾛｰﾏでｲﾀﾘｱのｺﾝﾃ首相と会談し、防衛協力の強化などで一致し
た。同国は中国の広域経済圏構想「一帯一路」の協力覚書を結ぶ。
中国は次世代通信規格「５G」の通信網整備などﾃﾞｰﾀ覇権でも欧州で影響力を強
めている。安倍首相の訪欧には中国への過度な傾斜を食い止める狙いがある。
・一帯一路をめぐり日本は第三国でのｲﾝﾌﾗ開発で連携する姿勢を示している。中国との関係改善を
進める立場があるからだ。相手国の債務健全性の維持や事業の透明性などの4条件を示す。
⦿欧州にとって中国の存在感は大きい（2017年の貿易額の国別順位）
　輸出＝①米国（20.0）②中国（10.5）③ｽｲｽ（8.0）④ﾛｼｱ（4.6）⑤ﾄﾙｺ（（4.5）
　輸入＝①中国（20.2)②米国（13.8）③ﾛｼｱ（7.8)④ｽｲｽ（5.9）⑤ﾉﾙｳｪｰ（4.2)
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＊第一三共が19%増益…ｱｽﾃﾗｽ減益「特許の崖」で明暗
製薬大手の第一三共とｱｽﾃﾗｽ製薬が25日それぞれ発表した2020年3月期の連結営業利益の見通
しは、「特許の崖（ﾊﾟﾃﾝﾄｸﾘﾌ）」で明暗が分かれた。英製薬大手との提携で崖をしのいだ第一三共は
前期比19%増の1000億円。3月に英ｱｽﾄﾗｾﾞﾈｶﾞとがん新薬の開発・販売で提携。同社から受け取る
69億㌦（約7700億円）のうち、100億円程度を売り上げに計上。今期中に主力薬の特許が切れるｱｽ
ﾃﾗｽ製薬は6%減の2290億円を見込む。売上高は6%減の2兆2240億円。特許切れが影響。

＊「一帯一路」軌道修正…米批判受け低姿勢演出「国際ﾙｰﾙ順守」
中国が「一帯一路」の軌道修正に動き始めた。習近平国家主席は26日、関連会議で相手国の財政
の持続可能性に配慮する方針を示し、ｲﾝﾌﾗ建設でも国際ﾙｰﾙを順守すると約束した。「途上国を借
金漬けにしている」とする米国などの批判に配慮し、ひとまず低姿勢を演出した形だ。
⦿一帯一路には懸念が指摘される事業も少なくない
　債務のﾜﾅ①ｽﾘﾗﾝｶ（ﾊﾝﾊﾞﾝﾄﾀ港）＝債務免除と引き換えに港を99年間貸し出し
　　　　　　　②ｴｸｱﾄﾞﾙ（ｺｶｺｰﾄﾞ・ｼﾝｸﾚｰﾙ・ﾀﾞﾑ）＝中国向けの石油輸出で債務返済
　事業停滞・縮小①ﾏﾚｰｼｱ（ﾏﾚｰｼｱ東海岸鉄道）＝政権交代で中止、3割圧縮
　　　　　　　　　　　②ﾐｬﾝﾏｰ（ﾁｬｵﾋﾟｭｰ港）＝投資72億㌦から13億㌦に縮小
　主権侵害①ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ（顔認証ｼｽﾃﾑの整備）＝顔ﾃﾞｰﾀを中国に送るよう要求
　　　　　　　②ｲｽﾗｴﾙ（ﾊｲﾌｧ港）＝中国国有企業が25年間の運営権利

＊武田、1500億円下振れ…ｼｬｲｱｰ買収費など重荷
武田薬品工業は25日、2019年3月期の連結税引き利益の予想を下方修正した。これまでの会社見
通しに比べ1502億円（61%）減の950億円。ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ製薬大手、ｼｬｲｱｰの買収手続きにかかった費用
のほか、同社が抱える在庫の評価替えや特許の償却など会計上の損失処理が重荷になった。
・ｷｬｯｼｭﾌﾛｰを伴わない会計上の処理などで減益となったが、本業は好調を維持ている。前期の売
上高はｼｬｲｱｰの約3か月分が上乗せされたほか、武田の主力薬の販売も伸び、予想比3470億円
（20%）増の2兆970億円となった。為替や事業売却などの影響を除いた「ｺｱ利益」は4割増の4590億
円だった。

＊ﾀﾞｲｷﾝ、営業最高益…前期6年連続　日米や新興国好調
ﾀﾞｲｷﾝ工業の2019年3月期の連結営業利益は、前の期に比べ8%増の2750億円程度だったようだ。
従来予想（6%増の2700億円）を上回り、6年連続で過去最高を更新した。主力の空調事業が日米で
住宅用・業務用ともに好調だったほか、新興国で省ｴﾈ製品が増えた。20年3月期も海外が伸び営業
最高益となりそうだ。中国経済の減速をどこまでｶﾊﾞｰ出来るかが焦点だ。

＊中国企業、なお回復途上…消費力強さ欠く
中国企業の業績回復の足取りが鈍い。上場1500社の2019年1～3月期は純利益が前年同期比5%減
だったもよう。2桁減益が確実な18年10～12月期からやや持ち直したものの、中国政府が景気下支
えのため打ち出した公共投資や減益策で、建機やｾﾒﾝﾄが回復してきたのにとどまる。自動車で最終
赤字のﾒｰｶｰが相次ぐなど消費力は力強さを欠いたままだ。

＊「債務のﾜﾅ」に対応策…分析の枠組み　「借金漬け」批判で
中国独自の経済圏構想「一帯一路」の首脳会議が25日、北京で始まった。中国の劉崑財務相はｲﾝ
ﾌﾗ建設などで対象国の債務が増え過ぎないか分析する枠組みを作ったと表明した。「一帯一路は
対象国を借金漬けにする」との米国による批判を意識したものだ。世界銀行やIMFの基準を参考に
した枠組みで、一国の債務返済が持続可能か分析するという。「正しい方向への素晴らしいｽﾃｯﾌﾟ
だ」とﾗｶﾞﾙﾄﾞ専務理事が持ち上げた。
・ｽﾘﾗﾝｶが債務を返済できず中国に99年間港湾施設を貸し出したのを機に米国は「債務のﾜﾅ」との
批判。対象国を借金づけにして重要なｲﾝﾌﾗを取り上げること。27日に習主席が演説し、自らどんな
言葉で今後の方針を発信するかが注目。

＊習氏「国際ﾙｰﾙ守る」…一帯一路会議閉幕　連帯をｱﾋﾟｰﾙ
習氏は「国際ﾙｰﾙや標準を幅広く受け入れることを支持」「質の高い一帯一路をつくることで幅広い
共通認識を得た」と、参加国（100ヵ国以上）との連帯をｱﾋﾟｰﾙした。
・一帯一路は地元に利益が落ちにくく、環境破壊や汚職を招くといった指摘もくすぶる。入札も中国
企業が落札しなければ、中国の銀行の融資受けにくい。自国企業の落札を融資条件にする「ひも付
き融資」は、OECDが厳しく制限する。
・一帯一路には２千を超すﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄがあるとされ、各事業ごとに国際ﾙｰﾙ守らせる仕組みはない。執
行体制は大きな課題だ。
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2019/4/30 社会 ＊中国で偽ｺｰﾄﾞ詐欺横行
飲食店の支払いや飛行機の搭乗手続きなどで使われるようになってきたQRｺｰﾄﾞ。消費者にとって
便利な決済手段になりつつあるが、一方で安全性をどう確保していくのか課題もみえてきた。QRｺｰ
ﾄﾞ先進国といわれる中国では偽造ｺｰﾄﾞを使った詐欺が起きている。日本でも急速にｻｰﾋﾞｽが普及す
るなか、対岸の火事とは言えない。

＊ﾌｧｰｳｪｲ離れ　太陽光にも余波…「『排除』に備えるか、高性能を評価か」
米ﾄﾗﾝﾌﾟ政権が同盟国に中国のﾌｧｰｳｪｲ青の通信機器を使わないように求めた問題がｴﾈﾙｷﾞｰ分野
にも広がっている。日本国内の太陽光発電の主要26社に聞き取り調査したところ、基幹装置である
ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅｰ（電力変換装置）でﾌｧｰｳｪｲ製の使用をとりやめる動きが出ている。ﾌｧｰｳｪｲ製の性
能を評価して使用を続ける会社もあり、事業者の間で対応が分かれている。

＊武田、新薬に成功報酬型…効果に応じ　保険外、まず欧州（日本には壁）
武田薬品工業は、新薬の効き目に応じて患者から支払いを受ける「成功報酬型」制度に基づく販売
方式を採用する。まず欧州で販売予定の高額なﾊﾞｲｵ医薬品で検討する。公的な医療保険の対象に
ならない遺伝子治療薬などが相次ぎ登場し、欧米では成功報酬型の活用が進む。国内製薬最大手
の武田が海外展開を優先することで、国内でも制度導入に向けた議論が動き出す可能性がある。
⦿成功報酬型で販売している医薬品
・ﾗｸｽﾀｰﾅ（網膜の遺伝病）＝ｽﾊﾟｰｸ・ｾﾗﾋﾟｭｰﾃｨｸｽ（米）－価格9600万円、・ｷﾑﾘｱ
　（白血病）＝ﾉﾊﾞﾙﾃｨｽ（ｽｲｽ）－5400万円、・ﾊｰﾎﾞﾆｰ（C型肝炎）＝ｷﾞﾘｱﾄﾞ・ｻｲｴﾝ
　ｼｽﾞ（米）－900万円、・ﾚﾊﾟｰｻ（高脂血症）＝ｱﾑｼﾞｪﾝ（米）－年150万円、
・ｴﾝﾄﾚｽﾄ（心不全）＝ﾉﾊﾞﾙﾃｨｽ（ｽｲｽ）－年50万円


